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日本情報通信株式会社 会社説明
及びDX推進の取り組みにつきまして

 

日本情報通信株式会社
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 日本情報通信株式会社 　略称：NI+C(エヌ・アイ・アンド・シー)

設立   1985年12月18日 

資本金   40億円 

株主   日本電信電話株式会社(65%)  
 日本アイ・ビー・エム株式会社(35%) 

売上高   437億円(2022年度連結ベース) 

社員数   1,286名(グループ会社計:FY23 4現在) 

代表 
取締役 

 代表取締役社長　　　桜井　伝治 
 代表取締役副社長　　須崎　吾一 

事業内容 
 ・システムインテグレーションサービス 
 ・ハードウェア機器、ソフトウェア製品の販売  

お取引先   約2,400社 

本社(築地)  
開発拠点(築地)  

開発拠点(仙台)  

中部支店(名古屋)  

大阪支店  

全国主要都市の支店／拠点の 
営業・サポート体制により、 
きめ細かなプロジェクト運営をご提供します。  

サポート体制 

代表取締役社長 
春川 文男 

● NTTコムウェア Premium Excellent Partner 
● JPNIC正規会員 

インターネット・サービス・プロバイダー 
IPアドレス管理指定業者 
VMware ソリューション 
プロバイダ エンタープライズ 
VMware サービス プロバイダ 
プロフェッショナル 

● Redhat Enterprise Linux アドバンスト・ 
ビジネス・パートナー 

● Citrix Solution Advisor 
（Silver Solution Advisor） 

● 届出電気通信事業者（総務省） 
● 一般建設業（電気通信工事業） 
● 労働者派遣事業（派13-307734） 

主な会社資格 

● 全省庁統一資格（A） 
● 国際規格 ISO/IEC27001 

情報セキュリティマネジメントシステム 
● 国際規格 ISO14001 

環境マネジメントシステム 
▹本社・大阪支店　　 
▹エヌアイシー・ソフト株式会社/本社 
▹エヌアイシー・ネットシステム株式会社/本社 
▹エヌアイシー・パートナーズ株式会社/本社 

● 国際規格 ISO9001 
品質マネジメントシステム 
▹システムサービス部門 

● JNX 認定サービス・プロバイダー 
● NTTコミュニケーションズ・ビジネスパートナー 
● IBMプレミア・ビジネス・パートナー 
● IIJグローバルソリューションズ パートナ－ 

代表取締役社長 
　上坊 貴博　 

ネットワーク技術  

代表取締役社長 
結城 至朗 

システム開発 

パートナー支援  システム運用 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組織図 
2023年7月1日現在

代表取締役 
副社長執行役員 

須崎 吾一 
監査役 

田村 公雄 

監査役

エヌアイシー・ネットシステム株式会社  
代表取締役社長  

エヌアイシー・ソフト株式会社  
代表取締役社長  

エヌアイシー・パートナーズ株式会社  
代表取締役社長  

結城 至朗  

須崎 吾一  

代表取締役 
社長執行役員 

桜井 伝治 

社長

取締役・上席執行役員  
上田 英樹  

上席執行役員  
須田 広樹  

• 金融 
• 製造/流通/サービス 
• 公益、メディア 

執行役員  
小林 将和  

データ＆アナリティクス  

事業本部 

取締役・上席執行役員  
岩野 英一  

DX推進部

執行役員　坂田 勝史  

執行役員  
奥迫 勇一郎  

• Data＆AI 

• NI+C GroupにおけるDX推進 
• 行政支援および顧客向けDXｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ 
• その他、NI+C事業プロセス管理・運営 

・セキュリティ 
・NWS 

• Cloud/PF 
• システム運用 

・EDI 

執行役員  
鎌田 晃治  

本部長  
柴田 鎮雅  

プ 
ロ 
セ 
ス 
革 
新 
部 
 

部長 
平出 貴久  

副社長

上坊 貴博  

エンタープライズ 
第二事業本部 

エンタープライズ 
第一事業本部 

• 通信/ISP 
• 公共 

取締役・上席執行役員  
太田 秀生  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全社横断プロジェクト 

ﾃﾞｼﾞﾏ連携ﾕﾆｯﾄ 

次世代ﾎﾞｰﾄﾞﾕﾆｯﾄ 

技術ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰﾎﾞｰﾄﾞﾕﾆｯﾄ 

SE連携推進ﾕﾆｯﾄ 

GAIAﾀｽｸﾌｫｰｽ 

取締役(非常勤）加藤　咲子 

取締役(非常勤）伊藤　昇 

取締役(非常勤）爪長　美菜子 

取締役(非常勤）横井　幸博 

監査役(非常勤）河合　御幸 

監査役(非常勤）峯　　幸洋 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3つの主要事業 

クラウドシフト
DX推進

高度な
ソリュー
ション

インフラ
技術

クラウド
技術

ソフト
ウエア
技術

❷システムインテグレーション事業

❸マネージドサービス事業

❶インフラストラクチャー事業

システム設計・構築・保守など

データベース構築・統合
DX推進事業
AI・デジタルマーケティングなど

ネットワークサービス・ VPN
ゼロトラストセキュリティ・
セキュリティ簡易診断など

当社は設立以来、NTTの通信技術とIBMのコンピュータ技術を組み合わせ、企業向けシステム構築や運用サービスを提供し続けてまいりま
した。主要3事業のシナジーを活かし、お客様のクラウドシフトやDXによるビジネス変革をご支援します。
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行政デジタル専門人材派遣、デジタル化推進への取り組み 

自社で培ったDXのノウハウを活かし、自治体様のDXや業務変革を共に推進することを目的とした専門組織により、 
常勤・リモートによる支援活動を実施しており、2023年度のデジタル専門人材派遣につきましては14の地方自治体様を 
ご支援させていただいております。  

兵庫県
姫路市

(人口:53万人）

鹿児島県
霧島市

(人口:12万人）

栃木県
日光市

(人口:8万人）

和歌山県
田辺市

(人口:7万人）

徳島県
美馬市

(人口:3万人）

山形県
東根市

(人口:5万人）

大阪府
泉佐野市

(人口:10万人）

鹿児島県
南九州市

(人口:3万人）

山口県
山陽小野田市

(人口:6万人）

長野県
駒ヶ根市
(人口:3万人）

山形県
上山市

（人口2.9万人）

岩手県
奥州市

(人口:12万人）岡山県
赤磐市

(人口:４万人）

熊本県
宇城市

(人口:5.7万人）
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1人ひとりの要望に合ったサービス実現

当社の考えるDXとは 

人に優しいデジタル技術の活用

　地域課題、行政課題の調査･発見･整理
　　　　　計画策定･解決策提示･実装支援

誰も取り残さず安心して参加できる
デジタル社会の形成支援

IT教育の振興による人材育成
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自治体様での活動事例 

全体研修
職員アンケート
・課題や困りごと
・改善アイデア

意見交換会
・庁内課題
・市民サービス
　課題

現行システム
調査

DX戦略立案
横断組織
立ち上げ支援

要員ご支援
個別事業
計画策定支援
実行支援

職員勉強会・
PoC（検証）

ステップ0 DXの認識共有・機運醸成

ステップ1
全体方針の決定

ステップ2
推進体制の整備

ステップ3
DXの取り組み

の実現

行政デジタル化の現状や方針は、それぞれの自治体で異なります。当社ではデジタル人材派遣にあたって状況や希望をお伺いすると共
に、総務省が提示する「DX推進手順書」等との整合も図りながら、最適な活動内容をご一緒に検討・実施しております。

上段：総務省「DX推進手順書」、下段：ご支援先での当社活動例  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（参考）全庁研修から業務課題抽出へ 

● 受入開始後すぐに、派遣者主催の職員研修会・職員アンケートを実施。 
● 業務分野ごとに分かれたチームがデジタル技術を活用した課題解決のアイデアを出し合う、『DXラボコンテスト』を実施。 
● 派遣者（チーム）は、コンテストの事務局兼サポーターとして参画。RPAやAI-OCR等の技術活用に際して、サポーターとして各チーム

を支援。 

DXラボコンテストでの業務課題発表市長も職員と共に聴講職員研修会

• 一連の体験を通じてDX推進の感覚を醸成  

• アプリ等の仕組みや作り方を学ぶことで、ベンダーや関係者との円滑・的確なコミュニケーションをとることを可能と

し、今後の地域DXに向けた計画策定や推進体制を確立する  

• アイデアとして実現可能性が高いものについては予算を確保し、実装を目指す  

実施のねらい
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見える化による課題抽出 

アンケート・聞き取りデータからの課題抽出

業務フローでの課題・改善点 ヒアリングによる課題整理

DX実現には現行課題の把握が不可欠です。当社では各自治体の事情に応じてアンケートや業務フロー作成、ヒアリング等の手段を組み合
わせて課題抽出・整理を行い、関係者間で課題認識を共有したうえで、解決策の検討を支援しています。 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ヘルスケア

【ご参考】健康寿命延伸を目指したバイタルデータ活用

無関心状態の方の行動誘導 提供体制の変化のための
エビデンス取得

重症化前の
注意喚起

もうじき
受診時期
です。
予約は

こちらから
サインイン

最近の食事
は、塩分が
多いようで

す。
お勧めの減
塩法はこち

ら

食事履歴か
らの示唆 データプラッ

トフォーム

買い物

運動

食事
社会参加

バイタル

デジタル
カルテ

健康 医療

介護

データ収集 データフィードバック

・状態に合わせた
　情報提供・勧誘

・変化を捉えた
　介入

・適切なサービス
　選択と効果測定

・治療・処方薬
　の最適化

国保
データ等
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日本情報通信における研修体系のご案内 

対象者 DX人材育成指針 研修内容

共通.1

DXとはなにかを理解する
・DXを体系的に学ぶ
・先進事例で効果や難易度を学ぶ
・他自治体様使用ソリューション

共通.2

業務の課題を発見し、
          改善のアイディアを創出する
・庁内DX事例/地域DX事例
・事例のDXの仕組みを理解する
・事例の具体的効果を理解する
・困っている点を指摘できる
・課題として提示できる
・改善アイディアを合議できる

共通.3

実習コース
・DXに必要なツールの内容・使い方を理解する
・ツールによって何が利便性が向上し、業務の　効率

化、
　質の向上が実現するのかを理解する
・オンラインでの働き方に必要な環境整備
　セットアップ等を理解する
・守るべきセキュリティを理解する

①入門研修：DXとは？

⑥DX・デジタル化企画手法

①事例研究　他自治体様

①DXツール実習 ②ハッカソンコース※

②事例研修：先進事例研究

実習
座学実
習混合

座学

③リモートワーク実習※

➂新技術・ソリューション　事例

⑦アイデアソンコース

②課題調査手法

④改善策立案手法

③課題調査実習

⑤改善策立案実習

④DXセキュリティ注意点

※研修環境などを考慮し、実施可否については別途検討



- 12 - Copyright © 2023  Nippon Information and Communication Corporation  

日本情報通信における研修体系のご案内 

対象者 DX人材育成指針 研修内容

①
管理職様

データを活用したビジョン、方針決定
・データに基づく方針決定支援
・EPBMを目指した分析の理解

これからの働き方の理解と推進
・クラウドやリモートワークの現状理解
・管理職として知っておきたい事例と成功要因

②
DX推進
担当・

総合政策
課様

DX推進計画の具体化と推進
・庁内意見収集のまとめ方
・現状把握/分析
・課題の見える化
・分析手法・分析ツールの理解
・全体方針・プラン作成と体制づくり

・DX動向情報の収集
・ITベンダーとの円滑なコミュニケーション
　の知識・方法

③
職員様

業務改善のための意識変革と課題の伝え方
・自身の仕事とDXの関連性の把握
・自業務の課題発見
　改善アイディアのまとめ方
・DX推進担当に的確に伝える方法

⑭DXの必要性理解

④DXと働き方改革

オンラインＭＴＧのやりかた（ツール毎の操作方法、会議

の進め方）

実習
座学実
習混合

座学

⑦分析実習

①データ活用の知識と事例

立ち上げ・体制（意見
集約・ビジョン/プラン・
体制・効率的な進め方
・DX施策案検討）

⑧計画立案/検討会の企画

⑥調査・意見収集・課題認識

⑪推進支援コース

⑬新技術・製品情報提供コース⑫国や機関、他自治体動向

③自治体事例と分析ツール

⑨システム化計画・提案依頼手法

⑩プロジェクトマネジメント・開発・運用手

法

⑮課題を発見し伝える手法

②分析事例

⑤国や機関、他自治体動向

⑧計画立案/検討会の企画
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生成AI（Generative AI）の概要 

新しいコンテンツ生成に特化した技術のことを”生成AI”と呼んでいます。 

• 生成を行うためにAIがデータを事前に学習した内容を元にコンテンツを作成 

• 生成コンテンツの良し悪しはその量と質によって変化 

• 既に多くの一般向けサービスが提供され、日々コンテンツが生成されている 

生成コンテンツの例 

文章  画像  音楽  映像  プログラム 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生成AIを活用した自治体業務効率化への取り組み 

当社では社員の業務効率と生産性の向上を目指し、文章生成 AIのWebクライアントアプリを自社開発し、全社員で利用しております。そこで得た
知見を自治体業務効率化に役立てるべく総合行政ネットワーク「 LGWAN」へも対応いたしました。また、自治体の皆様の要望を取り入れたプロ ン
プトやガイドラインの作成、研修開催などにより職員の皆様に活用いただけるよう支援も実施しております。

更問により
生成される文章の精
度向上が可能

有用な
テンプレートを
皆で使いたい

自社情報を
反映された回答を
生成して欲しい

LGWANで
安全に使用

自治体職員の
ニーズを取り入れた
機能の盛り込み

導入前勉強会
利用ガイドライン

策定支援
プロンプトテンプレート

作成支援
生成AI 業務改善

ワークショップ
成果を出すための

活用支援
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生成AI勉強会 実施例 

• 生成AIで何ができるのか等の基礎知識を  
ご理解いただけます。  
 

• 生成AIを使ったことがない初学者の  
ご不安を解消できるよう、  
分かりやすくご説明します。  
 

• 自治体業務に役立つプロンプトを  
生成AIで実演するので、  
職員のみなさまに具体的な  
利用イメージをお持ちいただけます。  

生成AIでの業務改善をご検討の自治体職員のみなさまに、生成 AIへの関心を持っていただくことを目的とした
集合研修です。
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市民・職員の皆様の課題を解決するITサービス作りを目指して 

データや事実に
基づく解決策や

施策の決定

住民サービス
地域経済・企業

防災

収
集 還

元

中央官庁・近隣自治体様
・施策や先進事例の共有
・方向性のすり合わせ

地域企業・ご関係者様
・課題の共有
・協力体制の構築

連携 協力

収集

医療・ヘルスケア
教育

観光振興

私どもでは、従来は実現が難しかった課題の解決を、新たなデジタル技術の活用によって実現します。ご支援先の市民・職員・関係各位の
「おもひ」に根ざしたITサービス作りを通じて、新たな価値を創出してまいります。

地域の皆様と
ご一緒に協創

市民・職員の
課題を解決する
サービス作り
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デジタル活用による地域課題の解決・住民サービス向上を目指します 

教育

地域経済
・農業

住民
サービス

医療・
ヘルスケア

データ活用

防災
● 河川土砂災害防止
● 防災マップ
● 緊急時情報提供

観光振興

地域経済
・企業 ● 健康促進

● 高齢者見守り
● 医療福祉

情報連携

● 観光集客
● 地域回遊
● バーチャル観光

● 情報一元化
● 住民への提供
● データによる政策決定

● 手続きの
オンライン化

● 住民対応
自動化・
非対面化

● 来庁予約

● 農業デジタル化
● 次世代担い手育成
● センシング

● 庁内IT
人材育成

● 次世代IT
人材教育

● デジタル
デバイド
回避

● テレワーク
● デジタル

消費者対応
● キャッシュ

レス推進
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最後までご高覧いただき、ありがとうございました


